
介護予防実態調査分析支援事業



本事業については、介護予防事業の対象となる候補者の把握率の向上やプロ
グラム参加者の身体状況の改善に資する結果が得られつつあるが、
課題１への対応については、地域特性等も勘案し、さらに異なる地域でのデータ収

集が必要であり、

課題２への対応については、昨年度行ったプログラムの効果として、終了直後の

評価だけでなく、改善維持効果等の中長期的な評価が必要であり、また、今年度創

設した新たなプログラムについても継続的な評価を実施する必要がある。

以上の理由から、平成２３年度においても引き続き本事業を実施していくこととす

るが、ご指摘を踏まえ、事業の定着に向けた課題の抽出や事業評価のためのデー

タの収集・分析を行い、平成２４年度から全国の保険者が円滑に新しいプログラム

に取り組めるようガイドラインの作成を行う。

併せて、平成２２年度の執行状況を踏まえた見直しを行い、予算額の削減（▲９千

２百万）を図る。

介護予防実態調査分析支援事業の改革案について

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について

おもん

１．モデル事業の費用と効果につ
いて、数値で表すこと。（更なる見
直し）

２．国はいかなる事業が、いかな
るメカニズムを通じて、どの程度
コスト削減につながるのかを実証
的に明らかにすることに努めるべ
き。（地方の判断に任せる）

３．事業の定着化のために、モデ
ル事業で「どのように展開すべき
か」をより検討すべき。そして
種々の事例を示すことが重要。
（更なる見直し）

⇒ ご指摘を踏まえ、事業評価のためのデータの収集・分析を行い、モデル

事業の効果や費用面における検証を行う。

⇒ ご指摘を踏まえ、事業の定着に向けた課題を抽出することなどにより、

モデル事業の全国展開に向けた検討行う。

⇒ これらにより、平成２４年度からの全国展開に向けたガイドラインの作成

を行う。

主な指摘事項 改革案の更なる見直しの内容



おもん

本事業については、介護予防事業の対象となる候補者の把握率の向上やプログラム参加者の身体状況の

改善に資する結果が得られつつあるが、

課題１への対応については、地域特性等も勘案し、さらに異なる地域でのデータ収集が必要であり、

課題２への対応については、昨年度行ったプログラムの効果として、終了直後の評価だけでなく、改善維持

効果等の中長期的な評価が必要であり、また、今年度創設した新たなプログラムについても継続的な評価を

実施する必要がある。

主な指摘事項 改革案の更なる見直しの内容

＜仕分け前の改革案＞

以上の理由から、平成２３年度においても引き続き本事業を実施していくこととするが、執行状況

を踏まえた見直しを行い、予算額の削減（▲３千３百万）を図る。

＜仕分け後の改革案＞

以上の理由から、平成２３年度においても引き続き本事業を実施していくこととするが、ご指摘

を踏まえ、事業の定着に向けた課題の抽出や事業評価のためのデータの収集・分析を行い、平

成２４年度から全国の保険者が円滑に新しいプログラムに取り組めるようガイドラインの作成を

行う。

併せて、平成２２年度の執行状況を踏まえた直しを行い、予算額の削減（▲９千２百万）を図る。



予
防

予
防

特定健診等の場において基
本チェックリスト等で対象者

を抽出

介護状態にならないための
運動などのプログラムに参加

普及啓発
ボランティア育成等

専門家の提言を受けて、「介護予防実態調査分析支援事業」を創設し
平成２１～２３年度の３年間で保険者（市町村）がモデル事業を実施（補助率１０／１０）

得られた成果を平成２４年度から全国的に導入

高齢者が要支援・要介護状態となることを予防するための事業

課 題

課題１
介護予防事業対象者の把握が進まな
いため、施策の参加率が低い

課題２
利用者のニーズ等に合わせた効果的
なプログラムの開発が必要

介護予防事業とは？

これら課題の対応策について、平成20年度に専門家の研究会において検討
（→モデル事業の企画及び平成21年度からの実施を提言）



介護予防実態調査分析支援事業の概要

対応１-①

基本チェックリストの全数配布・回収

基本チェックリストを高齢者全員に配布するとともに、
未回答者については電話・訪問等によりフォローを行う
ことにより回収率を上げ、施策の参加率の向上につな
がるか等の手法を検証

対応１-②

一般高齢者の介護予防教室を活用した
介護予防事業対象者の把握

一般高齢者の介護予防教室を活用し、高齢者の介護

予防事業への理解を促進し、施策への参加に対する抵抗
感を軽減することにより、介護予防対象者の施策の参加
率の向上につながるかを検証

課題１：介護予防事業対象者の把握が進まないため、施策の参加率が低い

課題２：利用者のニーズ等に合わせた効果的なプログラムの開発

対応２-①

運動器疾患対策プログラム

膝痛・腰痛などにより、従来の運
動器疾患対策プログラムに参加出
来ない方に対し、負担のかからない

運動器の機能向上プログラムを実
施し、プログラムの有効性を検証

対応２-②

複合プログラム

従来は、別々に提供されている
栄養改善、口腔機能向上のプログ
ラムと運動器の機能向上プログラ
ムと組み合わせることで、相乗的な
効果が得られたか検証

対応２-③

認知症機能低下予防
プログラム

現在、提供されていない認知機能
の低下を予防するプログラムを先駆
的に実施し、その効果を検証（平成２
２年度より実施）



課題１への対応で得られた成果

対応１-① 基本チェックリストの全数配布・回収

対応１-② 一般高齢者の介護予防教室を活用した介護予防
事業対象者の把握

Ｈ20全国値は、平成20年度「介護予防事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査結果」から引用

現状では、特定健診に併せて基本チェックリストを配布する方法が主体だが、健診未受診により配布さ
れない高齢者も多く、この方法によって把握した介護予防事業の対象候補者は７．７％。

一方、本事業（基本チェックリストの全数配布・回収）で把握された介護予防事業の対象候補者※1は１７．
４％。

→２．３倍の効果

 現状では、基本チェックリストを配布しても約６割しか回収できないため、この方法によって把握される
介護予防事業の対象候補者は、基本チェックリストを配布した者のうち１４．７％。

一方、本事業（介護予防教室参加者に基本チェックリストを配布）では回収率が９割以上と高く、把握さ
れた介護予防事業の対象候補者※2は、基本チェックリストを配布した者のうち２５．９％。

→１．８倍の効果

※1 介護予防事業の対象候補者数／高齢者人口

※2 介護予防事業の対象候補者数／基本チェックリスト配布数



この他、増加する認知症予防のために、本年度より実施している「認知機能低下予防プログラム」についても引き続
き検証が必要

プログラムの効果を検証するためには、短期的な評価のみではなく、参加者を追跡し、継続的に評価を実施する必
要がある。

課題２への対応で得られた成果

対応２-① 運動器疾患対策プログラム 対応２-② 複合プログラム

膝痛・腰痛などにより、従来の運動器疾患対策プログ
ラムに参加出来ない方に対し、運動器疾患対策プログ
ラム（膝痛、腰痛、転倒･骨折予防）を実施

膝の状況（痛みや生活の状況）や腰の状況（痛みや生
活の状況）、転倒・骨折予防について、有意に改善して
いた。

複合プログラム（運動器の機能改善、栄養改善、口腔
機能の向上を組み合わせて実施）を実施

嚥下機能、口腔のＱＯＬ、身体状況（開眼片足立ち）等
について、有意に改善していた。

膝の状況（痛み）
参加者は12点改善※1

（37点→25点）

腰の状況（痛み）
参加者は15点改善※1

（42点→27点）

嚥下機能
参加者は5.2秒改善※2

（38秒→33秒）

（）へ身体状況
（開眼片足立ち）

参加者は3.5秒改善
（20秒→23秒）

※1）痛みの尺度（VAS）：0（痛みなし）～100点（最も強い痛み） ※2）3回唾液を飲み込むのにかかった時間



（１）予算の状況

20年度※ 21年度 22年度

予算額(補正後）（百万円） － 360 342

執行額（百万円） － 135 309

執行率 － 37.5% 90.3%

総事業費(執行ベース) － 135 309

（２）使途の把握水準・状況

事業の実施主体である保険者からモデル事業の効果等の検証に必要なデータを

報告させるとともに、事業実績報告により支出内容及び事業実施内容等を把握し

ている。

現 状 ①

※本事業は、平成２１～２３年度の事業である。



・事業の実施状況

①基本チェックリストの全数配布・回収
②一般高齢者の介護予防教室を活用した
介護予防事業対象者の把握

③運動器疾患プログラム
④複合プログラム
⑤認知症機能向上プログラム

計

（３）これまでの見直し

昨年度は事業開始初年度であり、参加カ所数が当初見込みを下回り執行率が３７．５％と低かっ

たため、本年度においては、新たに保険者等からの要望を収集などして、

（１） 基本チェックリストの全数配布・回収事業の参加箇所数の増加

（２） 認知症機能低下予防プログラムの追加

（３） 事業に要する事務経費の効率化を図り18百万円の削減

を図り、執行率が９０．３％になったところ。

平成22年度
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８カ所

１１カ所
１０カ所
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９カ所
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平成21年度

現 状 ②


